
 

 

８ 保健医療サービスの推進３（感染症・結核） 
 感染症の発生を未然に防止するため，各種予防接種を実施するとともに，感染症発生動向

の情報を収集・還元する。また，感染症患者が発生した場合には，「感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律」に基づき，消毒等のまん延防止対策及び患者の医療の確

保等について必要な対応を実施する。さらに，エイズ・性感染症・ウイルス性肝炎等の検査

相談の実施及び予防啓発事業を推進する。 

 結核については，患者が適切な医療を受け，治癒し，速やかに社会生活に復帰することを

支援するとともに，患者家族等の接触者への感染を防止するため患者管理を行う。 

 

（１）予防接種の実施 

【事業の目的・内容】 

市民を感染症から守るため，予防接種法に基づき，各種予防接種を実施する。また，法

律に定められていないものについても，市が自ら必要とするものについては行政措置とし

て予防接種を実施する。 

根  拠  法  令  等 主管課・係 

予防接種法，予防接種法施行令，予防接種法施行規則，予防接種実施規則 
定期接種実施要領 
宇都宮市定期予防接種実施要領 
宇都宮市の区域外で受診した予防接種費の助成に関する支給要領 
宇都宮市幼児インフルエンザ予防接種費の助成に関する支給要領 
宇都宮市風しん抗体陰性者予防接種費補助金交付要綱，交付要領 
原発避難者特例法 
自然災害の発生に伴う被災者の定期予防接種実施要領 

保健予防課 

感染症予防グループ

 

≪事業の沿革≫ 

年 度 沿 革 

平成6年 

インフルエンザ予防接種を中止（児童の流行抑止が顕著でない等の理由） 
おたふくかぜ単独予防接種を開始 
おたふくかぜ予防接種を委託方式により一部助成制度を導入し生後3～48か月の

者に接種料金 5,000円のうち 2,000円を助成 
麻しん予防接種の助成対象を生後12～36か月未満から生後12～72か月に対象枠

を拡大し，接種料金 5,000円のうち 4,000円を助成 
予防接種法の改正（10月）により，①健康被害救済制度の充実，②対象疾病の見 

直し，③集団義務接種から個別勧奨接種への移行，④予診の強化，⑤インフルエ
ンザを対象疾病から削除し，破傷風を新たに加える，⑥接種対象年齢枠の拡大が
施行され，本市でも平成7年度から実施方法等を変更 

平成7年 

三種混合予防接種を完全個別化（生後3か月～90か月）とし全額助成 
風しん予防接種の個別化（生後12か月～90か月）接種料金 5,500円のうち

4,500 円を助成 
麻しん予防接種助成対象を生後12～90か月未満とし接種料金 5,500円のうち，

4,500円を助成 
おたふくかぜ予防接種の接種料金 5,500円のうち，2,500円を助成 
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平成8年 

予診（接種のための診察過程において，体調不調等により接種不可と判断され
た場合）料金の新設 

ポリオ追加接種（S.50～52生対象）の実施 
二種混合予防接種（生後3か月～90か月）を新たに個別接種として導入し接種料

金 5,300円のうち，4,300円を助成 
麻疹予防接種助成対象を生後12～90か月未満とし接種料金 7,100円のうち， 

5,600円を助成 
三種混合予防接種の接種料金 6,300円のうち，5,300円を助成 
おたふくかぜ予防接種の接種料金 6,500円のうち，2,500円を助成 
予診の結果，体調不調等により接種できない者の予診制度を導入し，個別委託

として予診料金 2,800円全額を助成 

平成9年 
おたふくかぜ予防接種を中止 
定期接種における予防接種料金の自己負担を廃し，全額公費負担とする。 

平成11年 日本脳炎予防接種（3歳～7歳6か月）の個別化 

平成12年 

日本脳炎予防接種（生後6か月～3歳未満）で特に希望があれば，医師の判断に
より接種可能とする。 

公衆衛生審議会答申（平成11年7月）に基づき，高齢者向けインフルエンザ予防
対策の一環として，65歳以上のインフルエンザ予防接種の平成13年度実施に向け
，実施計画を作成 

平成13年 

65歳以上及び60～64歳の心臓・腎臓・呼吸器の機能又はＨＩＶによる免疫の機 
に障害を有する者のインフルエンザ予防接種の接種料金の一部又は全額を助成
（自己負担1,000円又は免除） 

上記対象者のうち、市民税非課税世帯及び生活保護被保護者に対しては，全額
を公費負担とする。 

予防接種法改正時の経過措置により中学２年時男女に実施してきた風しん予防
接種について，経過措置終了後も行政措置として集団接種を継続実施 

平成14年 
昭和54年4月2日～昭和62年10月１日生まれの風しん予防接種未接種者に対し，

個別接種開始（平成15年9月30日まで） 
市外区域で実施した予防接種に対する費用の全額及び一部助成開始 

平成16年 

ツベルクリン反応検査・ＢＣＧ接種（生後2か月～48月未満）集団接種の終了（
平成17年1月31日まで） 

17年度接種対象年齢外となる者への救済措置としてツベルクリン反応検査・Ｂ
ＣＧの個別接種を実施（2～3月） 

平成17年 

ＢＣＧ接種（生後6か月未満）の個別化 
ＢＣＧ行政措置（生後6か月～12か月未満） 
厚生労働省からの「日本脳炎予防接種の積極的勧奨の中止」の通知を受け，乳

幼児期の個別接種及び小学4年生の集団接種中止（5月31日以降） 
中学校における日本脳炎予防接種の廃止 
幼児インフルエンザ予防接種費の一部助成開始 

平成18年 

麻しん風しん混合予防接種開始。生後12か月～24か月未満を１期，5歳～7歳未
満で，小学校就学前年度の者（年長児に相当）を２期とする２回接種 

救済措置として，上記対象者以外の7歳6か月未満の者に対し，麻しん，風しん
単独接種（行政措置）の実施（平成19年3月31日まで） 

平成19年 風しん行政措置（中学2年時男女：集団）の終了 

平成20年 
麻しん風しん混合予防接種の３期（中学1年生），４期（高校3年生）開始（平成

24年度までの時限措置） 
二種混合予防接種（11歳以上13歳未満）の個別化 

平成21年 

日本脳炎予防接種１期に用いるワクチンとして「乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ 
ン」追加（平成21年6月2日） 

新型インフルエンザワクチン接種助成費臨時補助の実施（平成21年11月16日～ 
国の補助が終了するまで） 
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平成22年 

日本脳炎予防接種２期に用いるワクチンとして「乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ 
ン」追加（平成22年8月27日） 

国の子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金事業に基づき，子宮頸 
がん予防ワクチン，ヒブワクチン，小児用肺炎球菌ワクチンの３種ワクチンにつ 
いて，接種費用の全額公費助成を開始（平成23年1月11日から平成23年度までの期
限付き事業）  

厚生労働省通知に基づき，東日本大震災の発生により本市に避難している住民 
について，住民登録地に償還払い制度がない場合に限り，定期予防接種費用の公 
費助成を開始（平成23年3月16日） 
ポリオ追加接種（Ｓ.50～52生対象）の終了（平成23年3月） 

平成23年 

日本脳炎予防接種の積極的勧奨を再開。積極的勧奨の差し控えにより接種機会 
を逸した者（平成7年6月1日から平成19年4月1日生まれ）について，20歳未満まで
，定期予防接種の対象とする特例措置が設けられる（平成23年5月20日） 

麻しん風しん混合予防接種第４期の特例措置として，修学旅行等で海外に行く 
高校2年生が対象となる(平成23年5月20日から平成24年3月31日まで) 

東日本大震災の発生によりやむを得ない理由で定期の予防接種の対象年齢を過 
ぎてしまった者について，定期予防接種の対象とする特例措置が設けられる（平 
成23年5月20日から平成23年8月31日まで） 

子宮頸がん予防ワクチンの供給量不足により，3月初旬から一時的に接種制限と 
なる。その後，高校2年生は6月10日，高校1年生は7月10日，中学生は7月20日から 
段階的に接種を再開 

子宮頸がん予防ワクチン「サーバリックス」に加え，「ガーダシル」を助成対象 
ワクチンとして導入（平成23年9月15日） 

原発特例法に基づき，東日本大震災の発生により本市に避難している，指定13 
市町村に住民登録のある者について，定期予防接種の公費助成を開始（平成23年 
11月15日） 

子宮頸がん予防ワクチン，ヒブワクチン，小児用肺炎球菌ワクチンの全額公費 
助成継続（平成24年度までの期限つき事業）。 

平成24年 

生ポリオワクチンの集団接種を終了（平成24年6月）。不活化ポリオワクチン（初
回接種）が定期接種となり，個別接種を開始（平成24年9月1日） 

不活化ポリオ（追加接種）が定期接種となる（平成24年10月23日） 
四種混合が定期接種となり，個別接種を開始（平成24年11月1日） 
長期療養などの特別な事情で定期予防接種を受けることができなかった者につい

て，特別な事情がなくなってから２年間，定期予防接種の対象とする特例措置が設
けられる（平成25年1月30日） 
麻しん風しん混合第３期，第４期の接種を終了（平成25年3月31日） 
子宮頸がん予防ワクチン，ヒブワクチン，小児用肺炎球菌ワクチンの全額公費助

成事業を終了（平成25年3月31日） 

平成25年 

予防接種法改正（平成25年4月1日施行）により，①ヒブ，小児用肺炎球，子宮頸
がんが定期接種となる。②子宮頸がんの対象が「中学１年生から高校１年生相当の
女子」から「小学６年生から高校１年生相当の女子」に変更。③ＢＣＧの対象が「
生後６か月未満」から「生後１歳未満」へ変更。④日本脳炎特例措置の対象が「平
成7年6月1日から平成19年4月1日までに生まれた人」から「平成7年4月2日から平成
19年4月1日までに生まれた人」へ変更。⑤時限措置として実施していた麻しん風し
ん混合３期及び４期終了。 

「栃木県内定期予防接種の相互乗り入れ事業」の開始（平成25年4月1日）。 
高齢者肺炎球菌予防接種補助事業の開始（平成25年4月1日）。 
妊娠希望者等への風しん予防接種補助事業の開始（平成25年6月1日）。 
ワクチンとの因果関係が否定できない症状が接種後に特異的に見られたことから

，厚生労働省勧告により子宮頸がん予防接種の積極的勧奨を差し控えた（平成25年6
月14日）。 

予防接種法実施規則の改正により，小児用肺炎球菌が既存の７価ワクチンから１
３価ワクチンへ一斉切り替え（平成25年11月1日）。 

厚生労働省通知により，定期予防接種の対象年齢の解釈が示された。これまで「
～歳未満」の予防接種ついては「誕生日の前々日まで」に接種と解釈されていたが，
「誕生日の前日まで」に解釈変更となった（平成26年3月11日）。 
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平成26年 

予防接種法施行規則，実施要領の改正により，ヒブ，小児用肺炎球菌，四種混合
，三種混合，ポリオ，日本脳炎，子宮頸がん（２価）の接種間隔が緩和（平成26年4
月1日）。 

ワクチン管理配送業務（ワクチン一括購入）の開始（平成26年7月1日）。 
副反応取扱通知の変更により，予防接種を行った医師以外の医師も，「予防接種後

副反応報告書」を提出することになった（平成26年9月26日） 
子宮頸がん予防接種後の症状に対応する医療機関として自治医科大学病院と独協

医科大学病院が指定された。 
水痘ワクチン及び高齢者肺炎球菌ワクチンが定期予防接種となり，個別接種を開

始（平成26年10月1日）。 
全メーカーで三種混合ワクチン製造終了（平成26年12月4日）。以降，三種混合ワ

クチンは厚生労働省を通して，メーカーに対し，在庫品の個別販売を依頼すること
になる。 

水痘予防接種の経過措置（生後３６か月以上６０か月未満の未接種者に対する１
回接種）の終了（平成27年3月31日） 

高齢者肺炎球菌の経過措置（101歳以上の方への接種）を終了(平成27年3月31日) 
高齢者肺炎球菌予防接種補助事業の終了（平成27年３月31日）。 

平成27年 

インフルエンザワクチンが３価から４価へ改良され，値上がりとなった。この
ため，高齢者インフルエンザの自己負担額を1,000円から1,500円へ変更した（平
成27年10月1日）。 

平成22年度から平成24年度にかけて実施した基金事業でヒブ，小児用肺炎球菌
，子宮頸がんを接種し，PMDA法により副反応があったと認定された者について，
通院（入院相当でない）の場合は医療費・医療手当は支給されないが，代わりに
「健康管理支援手当」が支給されることとなった（平成27年12月1日）。 

四種混合ワクチン「スクエアキッズ」を助成対象ワクチンとして導入（平成27
年12月9日） 

厚生労働省通知に基づき，４回を超える不活化ポリオワクチンの接種が可能と
なった。このため，三種混合未完了者は，すべて四種混合で接種することになっ
た（三種混合による接種は，事実上終了となる）。 
※ 一般財団法人化学及血清療法研究所において，違法な添加物を用いて血液製剤

を製造していたことが判明，ワクチンも一部承認と異なる方法で製造しており
，厚生労働省は出荷自粛を要請。10月から全国的に四種混合ワクチン「クアト
ロバック」が供給不足となった（平成27年11月26日出荷自粛解除）。その後，
化血研は110日間（1月18日～5月6日まで）業務停止命令を受けた（ただし，代
替品のないワクチン等は除く）。 

※ 北里第一三共の製造する麻しん風しん混合ワクチンが，力価不足により抗体価
が不十分となる可能性があるとして，11月から特定のワクチンについて自主回
収となった。 

平成28年 

予防接種法実施規則の改正により，保護者と連絡がとれない児童について，保
護者が行方不明であるか否かに係らず，児童相談所長又は児童福祉施設の長等の
同意による予防接種の実施が可能となる（平成28年4月1日） 

Ｂ型肝炎ワクチンが定期予防接種となり，個別接種を開始（平成28年10月1日）。 
厚生労働省通知により「特段の配慮」が必要とされた自然災害による被災者で，

住民登録地に償還払い制度がない者の定期予防接種について，実施要領及び申請書
等を統一した「自然災害の発生に伴う被災者の定期予防接種実施要領」を制定（平
成29年1月1日）。 

平成29年 

Ｂ型肝炎予防接種について，平成28年4月1日から平成28年9月30日までの間に生ま
れた者で，かつ全３回の接種を終えていない場合は，生後１歳を経過した後も，平
成29年9月30日まで全額公費負担とする行政措置による接種を開始（平成29年4月1日
） 

田辺三菱製薬が2シリンジ入りの四種混合ワクチン「テトラビック皮下注シリンジ
」の製造を終了し，1シリンジ入りの同様のワクチンの製造販売を開始した。（平成
29年11月） 

田辺三菱製薬が三種混合ワクチンの製造を再開（平成29年12月） 
化血研の製造する日本脳炎ワクチンの供給が再開された。また，熊本地震の前に

製造された同様のワクチンについて，力価不足により抗体価が不十分となる可能性
があるとして，特定のワクチンについて自主回収となった。（平成29年1月） 
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≪取組み・実績等≫ 

① 予防接種法に基づく定期予防接種 

ア 県内での接種（※１）  （平成30年度予算：1,495,521千円 市単独） 

予 防 接 種 の 種 類 
接種者数 

平成27年度 平成28年度 平成29年度

定
期
予
防
接
種
（
医
療
機
関
で
の
個
別
接
種
） 

・Ｂ型肝炎（1歳未満） 

・ヒブ(生後2か月～60か月未満) 

・小児用肺炎球菌(生後2か月～60か月) 

・四種混合(生後3か月～90か月未満) 

・三種混合(生後3か月～90か月未満) 

・不活化ポリオ(生後3か月～90か月未満) 

・二種混合(11歳以上13歳未満) 

・ＢＣＧ(1歳未満) 

・水痘(生後12か月～36か月未満) 

・麻しん風しん混合  (生後12か月～24か月未満) 

  又は麻しん・風しん (小学校入学の前年度) 

・日本脳炎(生後6か月～90か月未満) 

     (9歳以上13歳未満) 

     (特例対象者) 

・子宮頸がん(小学6年生～高校1年生相当の女子) 

・高齢者肺炎球菌（65，70，75，80，85，90，95，

100歳。60～65歳未満の心・腎・呼吸器機能不全

者・HIV免疫不全者) 

・高齢者インフルエンザ(65歳以上。60～65歳未満の

心・腎・呼吸器機能不全者・HIV免疫不全者) 

―

19,085 人

19,093 人

19,085 人

79 人

1,467 人

4,331 人 

4,854 人 

9,689 人 

4,771 人 

4,454 人 

13,392 人 

2,257 人 

4,350 人 

65 人 

9,949 人 

 

 

64,174人

7,268 人

18,489 人

18,500 人

18,940 人

3 人

623 人

3,838 人

4,685 人

8,939 人

4,665 人

4,490 人

14,998 人

2,880 人

3,234 人

22 人

11,362 人

66,749 人

13,656 人

17,917 人

17,978 人

18,247 人

0 人

334 人

4,383 人

4,485 人

8,700 人

4,580 人

4,412 人

13,534 人

3,207 人

2,364 人

24 人

11,935 人

65,680 人

長期療養の特例措置による接種（※２） 5人 10 人 4 人

※１ 「栃木県内定期予防接種の相互乗り入れ事業」（平成２５年度開始）による県内（市外）で

の接種件数を含む。 

※２ 法令に基づき特別な事情により，対象年齢の間に接種できなかった場合，接種できるよう

になってから２年間，公費負担の対象とするもの。 

 

イ 市外区域（主に県外）で実施した予防接種に対する費用助成者 

（平成14年度開始 平成30年度予算：8,464千円 市単独） 

平成29年度費用助成者数  延べ304人 

 

② 原発避難者特例法に基づく避難住民への定期予防接種 

    平成29年度費用助成者数  延べ 17人 

③ 幼児インフルエンザ予防接種費助成（平成17年度開始 平成30年度予算：6,218千円,市単独） 

接種費用の一部を助成することにより，予防接種を受けやすい環境づくりに努めるとと

もに子育て支援の一助とする。（対象 1歳以上2歳未満） 

    平成29年度接種者数       延べ 5,712人 
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④ 風しん抗体価が低い妊娠希望者等への風しん予防接種費助成 

（平成25年度開始 平成30年度予算：525千円，市単独） 

    接種費用の一部を助成することにより，予防接種を受けやすい環境づくりに努め，妊婦

等への感染を抑制し，先天性風しん症候群の発生防止の一助とする。（対象：抗体価の低い 

妊娠を希望する女性とそのパートナー等） 

    平成29年度接種者数            125人 

 

⑤  市民への周知方法（平成２８年度） 

ア 健康づくりのしおり〔毎年４月発行〕 

イ 市広報紙・市ホームページ 

ウ 宇都宮市ママ・パパ赤ちゃんのためのしおり〔子ども家庭課において母子健康手帳交付

時に配布〕 

エ にこにこ子育て〔子ども未来課において毎年４月発行〕 

オ 関係医療機関へのポスター配布〔高齢者肺炎球菌〕 

 

⑥  定期予防接種の積極的勧奨（平成２９年度） 

接種勧奨の種類 接種勧奨の時期 接種勧奨方法（個別通知） 

予防接種全般 
生後２か月 
７歳未満の転入者の転入時 

封書（予防接種受診者証，子ど
もの予防接種のごあんない） 

水痘 １歳の誕生日の１か月後 ハガキ 

麻しん風しん混合１期 

１歳の誕生日の１か月後 ハガキ 

２歳の誕生日の２か月前 
（未接種者のみ） 

ハガキ 

麻しん風しん混合２期 

年長となる年度の４月 ハガキ 

年長となる年度の７月 
保育園，幼稚園を通して夏休
み前にチラシ配布 

年長となる年度の１０月 
小学校を通して就学時健康診

断時にチラシ配布 

年長となる年度の３月 
（未接種者のみ） 

ハガキ 

二種混合 

１１歳の誕生日の１か月後 
封書（予防接種受診者証，説明
書，予診票） 

１３歳の誕生日の２か月前 
（未接種者のみ） 

ハガキ 

小学５，６年生の７月 
小学校を通して夏休み前にチ
ラシ配布 

日本脳炎 

３歳，４歳 ハガキ 

９歳 
封書（予防接種受診者証， 
説明書，予診票，同意書） 

１８歳 
封書（予防接種受診者証， 
説明書，予診票，同意書） 

子宮頸がん（※） 中学１年となる年度の５月 
封書（予防接種受診者証， 
説明書，予診票，同意書） 

※ 厚生労働省の勧告（平成25年6月14日）後，積極的勧奨は差し控えている。 

⑦ 定期予防接種の実施期間（平成２９年度） 

ア 個別接種 
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（ア） 通年実施……Ｂ型肝炎（平成２８年１０月１日開始），ヒブ，小児用肺炎球菌，四種 

混合，三種混合，ポリオ，二種混合，ＢＣＧ，水痘，麻しん風しん混 

合，麻しん，風しん，日本脳炎，子宮頸がん，高齢者肺炎球菌 

・実施医療機関数……市内約２８０ 

（イ）１０月から３月まで実施……高齢者インフルエンザ 

・実施医療機関数……市内約３２０ 

※ その他，市外（県内）における県内相互乗り入れ事業への協力医療機関 

 

（２）感染症発生動向調査事業（平成11年度開始 平成30年度予算：1,745千円 国1/2,市1/2） 

【事業の目的・内容】 

感染症の発生及びまん延を防止するため，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律等に基づき，一～五類感染症を週単位（一部月単位）で情報収集，分析，提

供及び公開し，感染症の予防及びまん延の防止を図る。 

一類から四類については全数届出。五類感染症については，全数把握対象と定点把握対

象に分けられている。 

市内の定点医療機関数は，インフルエンザ１８，小児科１１，眼科３，性感染症４，基

幹病院２，疑似症３０，病原体４（インフルエンザ１，小児科１，基幹病院２）である。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12～14条 

感染症発生動向調査事業実施要綱 

宇都宮市感染症発生動向調査事業実施要綱 

保健予防課 

感染症予防グループ 

《実 績》※ 感染症の発生状況は暦年で集計 

 

① 感染症法第１２条及び１４条に基づく届出（医師の届出） 

ア 一類感染症発生状況（危険が最も高い感染症） 

 
ｴﾎﾞﾗ出血熱

ｸﾘﾐｱ･ｺﾝｺﾞ
出血熱

痘そう
南米 

出血熱 ペスト ﾏｰﾙﾌﾞﾙｸﾞ病 ﾗｯｻ熱 

平成２５年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２６年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２７年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２８年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２９年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

イ 二類感染症発生状況（危険が高い感染症）※結核を除く。 

 急性灰白髄炎 ｼﾞﾌﾃﾘｱ ＳＡＲＳ
鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ 

(H5N1)（H7N9＊） 
ＭＥＲＳ＊ 

平成２５年 ０ ０ ０ ０  

平成２６年 ０ ０ ０ ０  

平成２７年 ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２８年 ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２９年 ０ ０ ０ ０ ０ 

＊平成２７年１月２１日より追加 
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ウ 三類感染症発生状況 

 コレラ 
細菌性 
赤痢 

腸チフス ﾊﾟﾗﾁﾌｽ 
腸管出血性

大腸菌感染症

平成２５年 ０ ０ １ ０ ２ 

平成２６年 ０ ２ ０ ０ １２ 

平成２７年 ０ ０ ０ ０ ８ 

平成２８年 ０ １ ０ ０ ８ 

平成２９年 ０ １ ０ ０ ６ 

エ 四類感染症発生状況（全４４疾患） 

オ 五類感染症発生状況 

(ｱ) 全数把握対象感染症発生状況（全２２疾患） 

 
ｱﾒｰﾊﾞ
赤痢 

ｳｲﾙｽ性
肝炎

急性
脳炎

劇症型
溶血性
ﾚﾝｻ球菌
感染症

後天性
免疫
不全

症候群

破
傷
風

 
水痘

(入院例
に限る)

梅毒

ﾊﾞﾝｺﾏｲｼ
ﾝ耐性
腸球菌
感染症

ｶﾙﾊﾞﾍﾟﾈﾑ
耐性腸内
細菌科細
菌感染症

風 
し 
ん 
 

麻
し
ん
 

侵襲性
肺炎球
菌感染

症 

Ｈ２５ ３ ０ ９ ０ ２ １  ２ ０  １３ １ １ 

Ｈ２６ ２ ２ ８ １ １ ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０ ４ 

Ｈ２７ ２ ０ ７ １ １ ０ １ ４ ０ ０ ０ ０ ３ 

Ｈ２８ １ ０ ４ ０ ０ ０ ０ １２ １ ３ ０ ０ ４ 

Ｈ２９ ７ ０ ４ ０ ２ ０ ０ ８ ０ ４ １ ０ ５ 
 

 (ｲ) 定点把握対象感染症発生状況（月報分） 

 性器ｸﾗﾐｼﾞｱ 性器ﾍﾙﾍﾟｽｳｲﾙｽ 尖圭ｺﾝｼﾞﾛｰﾏ 淋菌感染症 

平成２５年 
男 154 31  90  97 
女  21 18  23   8 

平成２６年 
男 135 26  69 114 
女  50 16  33  10 

平成２７年 
男 150 36  69 142 
女  43 14  21   8 

平成２８年 
男 135 32  78  87 
女  29 12  24   6 

平成２９年 
男 173 29  71 118 
女  36 14  19   5 

 

 メチシリン耐性黄色
ブドウ球菌感染症

ペニシリン耐性
肺炎球菌感染症

薬剤耐性緑膿菌 
感染症 

薬剤耐性アシネト
バクター感染症＊

平成２５年 108 0 0 0 
平成２６年 60 0 0 0 
平成２７年 62 0 0  
平成２８年 71 0 0  
平成２９年 61 0 0  

＊平成２６年９月より全数把握疾患へ変更 

(ｳ) 定点把握対象感染症発生状況（週報分） 

別添エクセルファイルのとおり（※ファイル名：週報疾病報告数H29） 

 Ａ型肝炎 Ｅ型肝炎 デング熱 ﾚｼﾞｵﾈﾗ症 オウム病 つつが虫病

平成２５年 ０ ０ ０ ８ １ １ 
平成２６年 ０ ０ ０ ４ ０ ０ 
平成２７年 ０ １ ０ １１ ０ ０ 
平成２８年 １ ２ ０ ８ ０ ０ 
平成２９年 ０ ０ １ ８ ０ ０ 
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定点把握対象感染症（週報） 

 

月

週 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

インフルエンザ 98 187 320 452 523 468 487 401 341 271 243 192 143 92 49 49 60 37 14 15 2 0 0 0 0 1

RSウイルス感染症 2 2 5 1 1 0 1 0 0 3 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1 1 3 4 0 1 3

咽頭結膜熱 2 2 1 0 2 3 6 7 3 3 6 0 2 5 4 6 11 8 6 5 5 6 4 3 15 8

Ａ群溶血性ﾚﾝｻ球菌 12 19 16 14 24 10 20 12 10 8 14 9 7 9 20 10 13 13 20 18 10 15 8 14 20 16

感染性胃腸炎 21 27 28 17 25 16 25 19 16 26 19 26 28 22 18 25 25 13 20 14 19 24 14 21 15 23

水痘 2 3 6 1 2 1 5 2 6 0 5 2 1 4 2 2 2 2 5 4 3 0 0 8 8 1

手足口病 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 3 1 3 4 9

伝染性紅斑 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 1 0 0 0 1

突発性発疹 6 7 6 6 5 9 6 10 4 5 5 3 4 2 11 10 7 6 10 9 7 5 14 13 8 7

百日咳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ヘルパンギーナ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 2 2 0 0 1 1

流行性耳下腺炎 1 3 5 1 1 1 0 1 2 0 3 1 2 6 0 7 0 3 1 6 4 7 0 5 1 1

計 144 250 387 492 583 508 550 453 383 316 295 233 187 140 106 110 121 85 78 72 53 66 45 67 73 71

急性出血性結膜炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

流行性角結膜炎 18 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 1 0 2 0 12 0 1 2 0 1 1 0 0

計 18 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 1 0 2 0 12 0 1 2 0 1 1 0 0

細菌性髄膜炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

無菌性髄膜炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

マイコプラズマ肺炎 1 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

クラミジア肺炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

感染性胃腸炎（ロタ
ウイルスによるも
の）

0 0 1 0 0 0 1 0 0 2 1 0 5 7 3 0 6 5 2 0 1 0 0 1 0 0

計 1 0 2 0 0 0 2 0 1 2 1 0 5 7 4 1 6 5 3 0 1 0 0 1 0 0

平成２９年３月 平成２９年５月 平成２９年６月

基
幹
病
院
定
点

小
児
科
疾
患

眼
科

平成２９年１月 平成２９年４月平成２９年２月
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月 ２９年 ２８年 ２７年

週 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 合計 合計 合計

イン 1 0 0 0 0 2 2 5 12 16 1 2 2 3 1 3 3 1 7 5 16 22 57 91 133 169 4,999 5,093 2,762

RS 1 1 0 0 2 17 13 9 31 49 55 33 56 33 53 28 23 11 10 10 9 5 5 6 7 2 500 262 468

咽頭 15 18 14 6 2 3 3 5 3 5 4 2 2 2 1 1 2 1 3 6 7 10 4 14 9 15 280 156 159

Ａ群 9 14 9 4 1 4 2 1 3 4 5 7 6 6 1 14 11 11 10 16 14 14 16 11 10 10 574 1,065 1,158

感染 17 27 22 13 13 7 1 14 5 7 9 3 6 5 1 10 13 8 12 31 35 35 53 35 34 26 988 1,885 1,212

水痘 6 3 3 4 1 3 2 8 5 6 2 0 2 3 1 3 2 9 3 17 4 11 5 17 9 10 216 196 248

手足 22 17 40 64 122 149 101 126 84 80 58 50 38 73 73 43 47 44 47 36 47 23 20 17 10 6 1,460 312 1,997

伝染 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1 1 2 0 16 278 643

突発 13 12 8 8 6 8 6 10 6 8 6 9 9 5 6 10 14 5 6 6 9 5 13 6 2 8 389 394 461

百日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 11

ヘル 5 6 9 9 17 10 3 18 13 6 5 4 3 0 0 4 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 123 520 107

流行 1 1 2 0 0 0 1 1 3 0 0 0 0 3 0 0 1 0 0 1 1 1 1 0 0 0 79 303 183

計 91 100 107 108 165 203 134 197 165 181 145 110 124 133 137 116 117 91 100 129 142 126 175 198 216 247 9,625 10,466 9,409

急性 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4

流行 2 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 2 1 0 1 1 0 1 1 0 2 57 41 44

計 2 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 2 1 0 1 1 0 1 1 0 2 57 45 48

細菌 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

無菌 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5 14

マイ 0 1 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2 1 1 0 0 0 0 16 64 54

クラ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ロタ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35 17 28

計 0 1 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2 1 1 0 0 0 0 52 86 97

平成２９年１０月 平成２９年１１月 平成２９年１２月平成２９年９月平成２９年８月平成２９年７月

 

 

 
 

② 感染症法第１３条に基づく届出（獣医師による届出） 

・ 平成２３年 鳥インフルエンザ（H5N1）の鳥類 ２件 

 

（３）感染症の発生・まん延防止対策の実施 

（平成11年度開始 平成30年度予算：1,590千円 国1/2,市1/2） 

【事業の目的・内容】 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき，健康診断の勧告，

汚染箇所の消毒，二次感染の防止等を図り，感染症の発生及びまん延を防止する。 
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根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律  

第17～20条，27条 

宇都宮市保健所条例 

社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について 

(平成17年2月22日付け健発第0222002号厚生労働省健康局長通知)

新型インフルエンザ等対策特別措置法 

宇都宮市新型インフルエンザ等対策地域連絡協議会設置要綱 

保健予防課 

感染症予防グループ

《実 績》 

① 感染症患者接触者等の健康診断の勧告（又は措置）及び病原菌検索（第１７条関係） 

 
細菌性

赤痢
O157 O8 O26 O103 O111 0121 O165 O不明 ｺﾚﾗ 計 

平成25年度 0 5 0 0 0 0 0 3 0 0 8

平成26年度 5 25 0 1 0 4 0 0 0 0 35

平成27年度 0 9 0 3 0 0 0 0 0 0 12

平成28年度 0 4 3 1 1 0 0 0 1 2 12

平成29年度 3 12 0 3 0 0 8 0 0 0 26

②  感染症患者の入院の勧告又は措置（第１９条関係） 

・ 平成２５年度～２９年度 なし 

③  感染症患者の移送（第21条関係） 

 移送数 感染症名 

平成21年度 ６ 新型インフルエンザ 

平成26年度 ２ 結核 

平成29年度 ０  

④  浸水地域の防疫の実施（第２７条関係） 

 消毒箇所数 方法等 

平成25年度 ４ 業者委託：３箇所 職員対応：１箇所 

平成26年度 １４ 業者委託：４箇所 職員対応：１０箇所 

平成27年度 ８ 業者委託：８箇所 

平成28年度 ２ 職員対応：２箇所（消毒薬配布） 

平成29年度 １ 職員対応：１箇所（消毒薬配布） 

  ⑤ 感染性胃腸炎集団発生事例対応 

社会福祉施設等の長は，「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告

について」（平成１７年２月２２日付け健発第０２２２００２号健康局長等

通知）に基づき，次のいずれかの場合，施設等所管課及び保健所に対し報告す

ることとなっている。 

ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑わ

れる死亡者又は重篤患者が１週間内に２名以上発生した場合 

イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者

が※１０名以上又は全利用者の半数以上発生した場合 

ウ ア及びイに該当しない場合であっても，通常の発生動向を上回る感染症

等の発生が疑われ，特に施設長が報告を必要と認めた場合 

 ※従来の報告基準を超えてからの報告では，施設内において感染が一定規模まん延し， 
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 終息までに長時間を要してしまうことから，平成２０年１２月１５日付け保健所長名で， 

 社会福祉施設の長に対して，報告基準の変更を通知 

  変更前：有症者数が１０名以上 ⇒ 変更後：１日あたりの有症者数が５名以上 

≪集団発生報告数≫ 

  
施設数 内 訳 

発症者数（人） 

入所者等 職員 計 

平成25年度 22 

高齢者施設 4 48 6 54 339

児童福祉施設 13 177 15 192

幼稚園 1 17 0 17

小学校 4 75 1 76

平成26年度 8 

高齢者施設 0 0 0 0 183

児童福祉施設 3 42 3 45

幼稚園 1 47 0 47

小学校 4 90 1 91

平成27年度 6 
児童福祉施設 5 45 3 48 58

障がい者施設 1 8 2 10

平成28年度 23 

高齢者施設 1 5 7 12 576

児童福祉施設 12 192 17 209

幼稚園 1 68 0 68

小学校 9 281 6 287

平成29年度 12 
児童福祉施設 10 120 6 126

167
小学校 2 40 1 41

 

⑥ 新型インフルエンザ対策 

ア 新型インフルエンザ等対策地域連絡協議会（旧「連絡会議」）の開催 

  市域における新型インフルエンザ等への対応体制を整備するため，関係機関との協議

会を開催（平成２４年度「新型インフルエンザ連絡会議」より移行） 
 

（ア） 地域連絡協議会の構成 

区 分 所 属 

委 員

宇都宮市医師会 

会長 

副会長（感染症・救急対策担当） 

宇医保健事業団夜間休日診部担当理事 

宇都宮市薬剤師会 会長 

感染症指定医療機関 ＮＨＯ栃木医療センター 副院長 

警察署 

宇都宮中央警察署 警備課長 

宇都宮東警察署  警備課長 

宇都宮南警察署  警備課長 

消防局 宇都宮市消防局  警防課長 

宇都宮市教育委員会 学校健康課長 

栃木県 健康増進課 課長補佐 

宇都宮市 保健所長 

事務局 宇都宮市 保健所副所長，保健予防課，保健所総務課 

 

 

 

84



 

 

（イ） 開催実績 

開催回数 

平成２５年度  １  

平成２６年度  １  

平成２７年度 １  

平成２８年度 １  

平成２９年度 １  

 

イ 行動計画等の策定 

   平成１８年１月 行動計画初版策定 

   平成１９年１月 行動計画一部改定（第２版：国計画の改定に伴う改定） 

   平成２０年１月 行動計画一部改定（第３版：同上），対応マニュアル初版策定 

   平成２２年８月 行動計画一部改定（第４版：同上） 

   平成２６年３月 行動計画策定（特措法施行及び国・県計画の全面改定に伴う全面改定） 

   平成２７年３月 マニュアル策定（新行動計画の策定に伴う策定） 
 

  【国・県の動向】 

    平成２４年 ５月 新型インフルエンザ等対策特別措置法成立 

    平成２５年 ４月 新型インフルエンザ等対策特別措置法施行 

          ６月 国の行動計画及びガイドライン策定（全面改定） 

１１月 県の行動計画策定（全面改定） 

       平成２６年 ３月 県のガイドライン策定（新行動計画の策定に伴う策定） 

 

（４）感染症診査協議会（感染症担当分科会）の開催 

（平成11年度開始 平成30年度予算：91千円 市単独） 

【事業の目的・内容】 

一類・二類の感染症患者（結核を除く）が発生し，勧告（措置）入院した場合，感染症

の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき，入院勧告による入院の延長

に関する必要な事項について診査する。 

 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第24条 

宇都宮市保健所条例 

保健予防課 

感染症予防グループ

 

  【入院勧告事例】 

   平成21年6月，発熱外来受信者において市内（県内）で初発となる新型インフルエンザ患者

が確認され，市内の感染症指定医療機関へ入院勧告を実施 

平成22年度以降該当する感染症の発生なし 
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（５）エイズ・性感染症の予防普及啓発 

（平成8年度開始 平成30年度予算：699千円 国1/2,市1/2） 

【事業の目的・内容】 

平成１９年（２００７年）以降，日本のＨＩＶ感染者・エイズ患者新規報告数は，年間約  

１，５００人である。これは，１日に約４人がＨＩＶウイルスに感染またはエイズを発病して

いるという状況を示す。また，そのうち約３割の人が，エイズと診断されるまで自分がＨＩＶ

ウイルスに感染していることを知らない状況である。ＨＩＶ感染を他人事と捉え，検査の必要

性を感じていない人が多い。また，性情報の氾らんや規範意識の低下，性意識の多様化など

により，性感染症の患者も増加している。 

エイズを含む性感染症は，早期発見，早期治療が重要である。また，感染を早期に知ること

は，感染拡大を抑えるのにも有効である。 

このようなことから，市民がエイズ・性感染症に関する正しい知識を持ち，性に関する適

切な意思決定や行動選択ができる能力を養うため，予防教育や検査・相談体制の充実，関係

機関とのネットワーク強化を行い，エイズ・性感染症のまん延防止を図る。また，正しい知

識の普及により，社会におけるエイズ等への偏見・差別をなくす。 

 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針 

性感染症に関する特定感染症予防指針 

保健予防課感染症予防グループ

《実績》 

① 正しい知識の普及啓発 

ア 啓発活動の充実 

(ア) 中学校，高校，大学等における健康教育の実施 

    

事    業    名 期        間 実施場所・参加者数 

エ
イ
ズ
予
防
教
育
出
前
講
座 

中学校 

平成29年  6月14日 一条中学校       2年生   133人 

平成29年  6月30日 作新学院中等部     3年生   147人 

平成29年  7月10日 文星芸術大学附属中学校 ３年生    28人 

平成29年 11月13日 陽西中学校       3年生   186人 

平成29年 11月16日 国本中学校       3年生   150人 

平成29年 12月 4日 上河内中学校      3年生    86人 

平成29年 12月 8日 陽北中学校       3年生   201人 

平成29年 12月15日 瑞穂野中学校      3年生   102人 

高等学校

平成29年  5月 2日 
 作新学院高等学校（情報科学部） 

             1年生   535人 

平成29年  6月29日 
作新学院高等学校（トップ英進部・英進部） 

1年生   250人 

平成29年  7月13日 
宇都宮工業高等学校（定時制）  

全校生   81人 
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平成29年  7月14日 
宇都宮商業高等学校（定時制） 

1．2年生    62人 

平成30年  1月30日 県立岡本特別支援学校 1．2年生     8人 

平成30年  2月20日 
作新学院高等学校（総合進学部） 

            1年生   471人 

大学 

専門学校等

平成29年  4月10日 帝京大学        1年生   360人 

平成29年  7月12日 
済生会宇都宮病院看護専門学校 

              1年生   34人 

平成29年  9月  4日 栃木県美容専門学校    1年生    47人 

     

(イ) 市広報紙への掲載（ＨＩＶ検査普及週間，世界エイズデー） 

(ウ) 職場，学校等で行うエイズ教育への支援（エイズ図書・パネルの貸出，パンフレ

ット等啓発資料の配布） 

 

(エ) パネル展示（通年） 

イ ＨＩＶ検査普及週間（６月１日～７日）関連事業 

・ 休日即日検査の実施：平成29年6月4日（日） 9時30分～11時 受検者数  3人 

 

ウ 世界エイズデーキャンペーン関連事業の展開 

事    業    名 実  施  日 実施回数・配布数等 

市広報紙掲載 平成29年12月 1日 発行  

市ホームページへの掲載 
平成29年11月24日 

～12月 4日 

 

 

市内ＴＳＵＴＡＹＡ4店舗で 

ポスター掲示・パンフレット配布 

平成29年11月24日 

～12月 4日 

・4店舗 

・パンフレット 1100部 

本庁１Ｆ市民ホール・保健所で 

ポスター展示及びパンフレット配布

平成29年11月24日 

～12月 4日 

本庁・保健所2か所 

配布数 90部 

市役所窓口等でのパネル展示 

レッドリボン配布・着用依頼 

平成29年11月24日 

～12月 4日 

本庁・出先機関46か所 

配布数 735部 

中学校,高等学校,大学への普及啓発

パンフレット・ポスター等の配布 

平成29年11月24日 

～12月 4日 

中学31校 高校15校 

大学8校 （計1035部） 

民間企業への普及啓発 

パンフレット・ポスター等の配布 

平成29年11月24日 

～12月 4日 

民間企業 7社 

（計147部） 

実施内容 貸し出し先・配布先 実施回数・配布数等 

図書，ビデオパネル等 

教材の貸し出し 
中学校・高校・大学等 随時 

パンフレット等啓発 

資料の配布 

食品衛生協会講習時 12回・463部 

中学校・高校・大学等 1,525部 

保健所内常設コーナー 500部 
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医療機関への普及啓発 

パンフレット・ポスター等の配布 

平成29年11月24日 

～12月 4日 

婦人科・泌尿器科 59か所 

（計354部） 

企業・大学との連携による 

パッケージ付きコンドームの配布 
平成29年12日 1日 配布数 800部 

休日即日検査 平成29年12月 3日 受検者数  11人 

宮コン × 

Ｗｏｒｌｄ ＡＩＤＳ Ｄａｙ 
平成29年12月 9日 

来場者 230人 

・チラシ，ティッシュ， 

コンドーム配布 

 

 エ 青少年のエイズ予防普及啓発事業（再掲） 

   ・文星芸術大学，㈱不二ラテックスとの共同作成したパッケージ付きコンドームの配布及

び，パネル展示，パンフレット配布 

作成期間：平成２９年９月～平成２９年１１月 

   ※世界エイズデーキャンペーン期間中に配布 

②  エイズ対策推進のためのマンパワーの養成事業 

ア 所内研修会の実施 

 

（６）エイズ・性感染症・ウイルス性肝炎の検査・相談 

  （平成8年度開始 平成30年度予算：1,840千円 国1/2，市1/2，県日曜ＨＩＶ分の1/2） 

【事業の目的・内容】 

エイズ，性感染症及びウイルス性肝炎について，検査・相談の充実を図り，感染の早期

発見，早期治療及び二次感染の防止を推進し，まん延防止を図ることを目的とする。 

また，検査・相談の機会に，相談者が性に関する適切な意志決定や行動選択ができる能

力を養えるよう，エイズ，性感染症及びウイルス性肝炎の正しい知識の普及啓発を行う。 

《経過》 

時 期 内   容 

平成８年度～ ＨＩＶ抗体検査・相談事業を開始 

保健所：毎週水曜日（受付時間 午前９時から１０時） 

平成１０年度～ 日曜ＨＩＶ検査を県との共催事業として実施 

保健センター：毎月第４日曜日（受付時間 午後１時から４時） 

平成１２年８月～ 性器クラミジア抗体検査，梅毒検査を開始 

平成１３年５月～

１０月

Ｃ型肝炎抗体検査を開始（ＨＩＶ抗体検査と同時希望の場合，無料） 

平成１７年４月～ ＨＩＶ・梅毒検査について即日検査を開始（予約制１０人／回） 

ウイルス性肝炎検査について月１回の実施に変更(第２水曜日のみ) 

事    業    名 実 施 日 実施回数・配布数等 

エイズ対策従事者研修会 

（エイズ対策に関わる職員を

対象とした基本的講話の実施）

平成30年 3月8日 学校関係者 等 40人 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針 

性感染症に関する特定感染症予防指針 

宇都宮市保健所条例 

保健予防課感染症予防グループ
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平成１８年度～ ＨＩＶ検査普及週間(６／１～７)の開始により，６月に夜間検査を実

施 

平成１９年度～ クラミジア抗原検査のモデル事業を実施 

ウイルス性肝炎検査の無料化  

７月 Ｂ型肝炎抗体検査を廃止し，抗原検査のみに変更 

平成２０年１月～ ウイルス性肝炎検査について，毎月第２･４水曜日，第４日曜日に実施 

平成２１年４月～ クラミジア抗体検査から抗原検査へ変更 

平成２２年４月～ 日曜ＨＩＶ・性感染症・ウイルス性肝炎検査の受付時間を午後１時か

ら午後４時を午後１時から３時３０分に変更 

平成２４年１０月

～ 

Ｃ型肝炎抗体検査試薬の製造中止に伴い，ウイルス性肝炎検査業務を

臨床検査機関に委託開始 

平成２５年４月～ ウイルス性肝炎検査について，毎週水曜日，第４日曜日に変更 

性器クラミジア検査の試薬の製造中止に伴い，性器クラミジア検査業

務を臨床検査機関に委託開始 

《実績》 

① ＨＩＶ・エイズに関する相談受付件数 （平成29年度：電話70件及び来所597件） 

 ＨＩＶ検査 一般的知識 感染機会 
治療 

（病院等） 
その他 

平成２７年度 60 676 7 1 0 

平成２８年度 33 602 15 0 0 

平成２９年度 36 608 22 0 1 

② ＨＩＶ検査件数 

 ＊（ ）は陽性者数・再掲 

③ クラミジア検査件数 

    年齢 
年度 

～１９ ２０～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～ 合  計

平成 
２７年度 

男 14 146(1) 172(1) 93(1) 40 465(3) 

女 8 91 64 28 6 197 

計 22 237(1) 236(1) 121(1) 46 662(3) 

平成 
２８年度 

男 8 131 154(1) 82(1) 67 442(2) 

女 13 62 5 13 7 148 

計 21 193 207(1) 95(1) 74 590(2) 

平成 
２９年度 

男 8 127 167 87(1) 60 449(1) 

女 5 61 48 18 10 142 

計 13 188 215 105(1) 70 591(1) 

年齢 

年度 
～1９ ２０～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～ 合  計

平成 

２７年度 

男 6(1) 81(6) 105(2) 49 24 265(9) 

女 1(1) 42(5) 45(6) 19(2) 3(1) 110(15)

計 7(2) 123(11) 150(8) 68(2) 27(1) 375(24)

平成 

２８年度 

男 4 72(2) 93(5) 47 41(1) 257(8) 

女 8(3) 40(8) 30(2) 7 3 88(13) 

計 12(3) 112(10) 123(7) 54 44(1) 345(21)

平成 

２９年度 

男 6(1) 78(3) 112(1) 51 40(1) 287(6) 

女 5 42(3) 23(1) 11(1) 6(1) 87(6) 

計 11(1) 120(6) 135(2) 62(1) 46(2) 374(12)
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＊（ ）は陽性者数・再掲 

④ 梅毒検査件数 

    年齢 

年度 
～1９ ２０～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～ 合  計

平成 

２７年度 

男 12 140(1) 147(1) 81(2) 41 421(4) 

女 7 84 60 25 8 184 

計 19 224(1) 207(1) 106(2) 49 605(4) 

平成 

２８年度 

男 8 126 143(2) 75 66(1) 418(3) 

女 12(1) 57 50(1) 13 5 137(2) 

計 20(1) 183 193(3) 88 71(1) 555(5) 

平成 

２９年度 

男 8 127(2) 163 87(1) 60(2) 445(5) 

女 6 59 48 18 10 141 

計 14 186(2) 211 105(1) 70(2) 586(5) 

＊ （ ）は陽性者数・再掲 

 

⑤ Ｂ型肝炎検査件数 

        年齢 

年度 
～1９ ２０～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～ 合 計 

平成 

２７年度 

男 2 42 66(1) 19 17 146(1) 

女 2 35(1) 34 16(1) 4 91(2) 

計 4 77(1) 100(1) 35(1) 21 237(3) 

平成 

２８年度 

男   4 32 60(1) 36(1) 28 160(2) 

女 0 23 32 9 3 67 

計 4 55 92(1) 45(1) 31 227(2) 

平成 

２９年度 

男 2 52 86 34 19(1) 193(1) 

女 2 29 34 15 7 87 

計 4 81 120 49 26(1) 280(1) 

＊（ ）は陽性者数・再掲 

 

⑥ Ｃ型肝炎検査件数 

         年齢 

年度 
～1９ ２０～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～ 合 計 

平成 

２７年度 

男 1 29 43 12 14 99 

女 2 25 26 18 3 74 

計 3 54 69 30 17 173 

平成 

２８年度 

男   2   29   49   32   24   136 

女   0   19   27   9   3   58 

計   2   48   76   41   27 194 

平成 

２９年度 

男 2 47 76 29(1) 16 170(1) 

女 1 26 31 15 6 79 

計 3 73 107 44(1) 22 249(1) 

  ＊（ ）は陽性者数・再掲 
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（７）風しん抗体検査・相談 （平成26年度開始 平成30年度予算：101千円 国1/2，市1/2） 

 

【事業の目的・内容】 

妊娠を希望する市民等が風しんに関する正しい知識を持ち，自ら風しん抗体の有無の状

況を認識する機会を提供し，必要に応じて相談や保健指導等を実施することにより，感染

に対する不安の軽減を図るとともに，抗体陰性者については予防接種の勧奨を行い，先天

性風しん症候群の発症を予防することを目的とする。 

《経過》 

時 期 内   容 

平成２６年度～ 

 

平成２７年３月 

６月から風しん抗体検査・相談事業を開始（県内統一して開始） 

保健所：毎週水曜日予約制（受付時間 午前１１時から１２時） 

休日風しん抗体検査 平成２７年３月８日（日）に実施 

平成２７年度 休日風しん抗体検査 年４回（６・９・１２・３月）に実施 

平成２８年度 夜間風しん抗体検査 年２回（９・３月）に実施 

休日風しん抗体検査 年２回（６・１２月）に実施 

 

《実績》 

風しん抗体検査件数  

    年齢 
年度 

20～29 30～39 40～49 50～59 60～ 合  計

平成 
２７年度 

男 53(23) 85(32) 14(5) 1 0 153(60) 

女 82(41) 82(26) 8(3) 0 0 172(70) 

計 135(64) 167(58) 22(8) 1 0 325(130)

平成 

２８年度 

男 40(21) 72(19) 11(2)   2   0 125(42) 

女 59(27) 66(26) 6(2) 3 0 134(55) 

計 99(48) 138(45) 17(4) 5 0 259(97) 

平成 
２９年度 

男 37(21) 62(20) 12(3) 1(1) 0 112(45) 

女 51(26) 84(24) 2(1) 0 1 138(51) 

計 88(47) 146(44) 14(4) 1(1) 1 250(96) 

 ＊（ ）は風しん抗体価8.0未満の数・再掲 

 

（８）結核発生動向調査事業（平成8年度開始 平成30年度予算：282千円 市単独） 

 ① 結核発生動向調査事業 

【事業の目的・内容】 

結核疾患の有効な予防対策を確立するため，患者情報などを国へオンライン入力により

報告する。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 第12条 

感染症発生動向調査事業実施要綱 

保健予防課感染症予防グループ 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

特定感染症検査等事業実施要綱 
保健予防課感染症予防グループ
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（ア）新登録患者数 

本市の結核罹患状況は，全国と比較すれば低い水準で推移しているものの，順調に減少

しつづけている状況ではない。 

平成２９年の新規登録患者数は４６人（潜在性結核感染症を除く）で，人口１０万人当

たりの罹患率は８.８であり，また，潜在性結核感染症の新規登録者は２１人である。 

（潜在性結核感染症を除く） 

区  分 
平成２７年 平成２８年 平成２９年 

患者数 罹患率 患者数 罹患率 患者数 罹患率 

全   国 18,280 14.4 17,625 13.9 － －

栃 木 県 229 11.6 218 11.1 － －

宇 都 宮 市 44 8.5 57 11.0 46 8.8

 

（イ）年齢別新規登録者 

本市の年齢別新規登録者は，７０歳以上の高齢者が２３人（50％）となっており，新

規登録者全体の半数となる。           （潜在性結核感染症を除く） 

 
年齢別 

平成27年 平成28年 平成29年 

患者数 割合 患者数 割合 患者数 割合 

０～  ４ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

５～  ９ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

１０～１４ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

１５～１９ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

２０～２９ 5 11.4% 5 8.8% 3 6.5%

３０～３９ 4 9.1% 5 8.8% 3 6.5%

４０～４９ 7 15.9% 7 12.3% 7 15.2%

５０～５９ 2 4.5% 2 3.5% 6 13.0%

６０～６９ 5 11.4% 9 15.8% 4 8.7%

７０～   21 47.7% 29 50.9% 23 50.0%

総数 44 100.0% 57 100.0% 46 100.0%

 

（ウ）年末現在登録患者数 

本市の結核患者登録状況は平成２８年末現在１２４人(潜在性結核感染症を除く）である。 

                        （潜在性結核感染症を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 平成27年 平成28年 平成29年 

全   国 44,845人 42,299人 －

栃 木 県 533人 536人 －

宇 都 宮 市 112人 124人 130人
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（エ）年齢別年末現在登録者 

新規登録者と同様，７０歳以上が多くを占めている。 

（潜在性結核感染症を除く） 

 
平成27年 平成28年 平成29年 

患者数
(人) 

割合(%)
患者数
(人) 

割合(%) 
患者数
(人) 

割合(%) 

０～４ 0 0.0 0 0.0 0 0.0

５～９ 0 0.0 0 0.0 0 0.0

１０～１４ 0 0.0 0 0.0 0 0.0

１５～１９ 1 0.9 1 0.8 1 0.8

２０～２９ 9 8.0 11 8.9 12 9.2

３０～３９ 8 7.1 11 8.9 11 8.5

４０～４９ 14 12.5 16 12.9 18 13.8

５０～５９ 8 7.1 6 4.8 12 9.2

６０～６９ 24 21.4 22 17.7 20 15.4

７０～ 48 42.9 57 46.0 56 43.1

総数 112 100.0 124 100.0 130 100.0

 

② 結核登録票による患者管理 

【事業の目的・内容】 

結核患者が，適切な医療を受け，速やかに治癒し，社会生活に復帰することを支援する

とともに，患者家族等の接触者からの感染と発病を防止し，患者を早期に発見するため患

者管理を行っている。 

結核登録票により患者の登録を行い，必要に応じて保健師が訪問指導を行う。登録者で

医療を受けていない者の精密検査（管理検診）は，市長が適当と認められる医療機関を選

定しその医療機関に委託して行う。治療終了後，自主的に医療機関を受診している者につ

いては医療機関からの病状報告にて，病状を把握する。 

 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律 第53条の13 
保健予防課感染症予防グループ

 

《平成２９年実績》 

      管理検診対象件数(延べ) １６３件 
      管理検診受診件数(延べ) １３３件 内訳）管理検診  医療機関    ９５件 

保健所     １８件 
定期病状報告数 ２０件 

区 分 平成27年 平成28年 平成29年 
対 象 者 数 280 229 163
受 診 者 数 201 162 133
受診率(％) 71.8 70.7 81.6

 

③ 普及啓発事業 

【事業の目的・内容】 

結核予防週間・世界結核デーを機に市民の結核に関する正しい知識を深めるとともに，官民

一体となった結核対策の推進に一丸となって取り組む気運を高めることを目的とする。 
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（ア） 結核予防週間（９/２４～９/３０）関連事業 

・市役所１階市民ホール及び保健所ロビーでのパネル展示・知識啓発資料の配布 

・地域における保健福祉サービス提供の拠点（５拠点）での啓発資料の配布 

・広報紙への結核に関する情報の掲載 

・医療機関に対する，結核患者の届出・医療に関する情報提供 

（イ） 世界結核デー（３／２４）関連事業 

・広報紙への結核に関する情報の掲載 

 

（９）感染症診査協議会（結核担当分科会）の開催 

（平成8年度開始 平成30年度予算：1,560千円 市単独） 

【事業の目的・内容】 

保健所に設置されている感染症診査協議会結核担当分科会は，５人の委員で構成され，

感染症法に基づき宇都宮市内に居住する登録患者の就業制限と入院勧告の適正，並びに結

核医療費公費負担に係る医療の適正について診査する。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 第24条 

宇都宮市保健所条例 

宇都宮市感染症診査協議会規則 

保健予防課感染症予防グループ 

《実 績》 

① 開催回数 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

定期診査会 24 24 24

臨時診査会 0 0 0
  

② 結核患者入院勧告状況 

 

 

 

 

 

③ 結核医療公費負担の診査状況 

区 分 
申 請 者 数 診 査 合 格 承認患者数 

37条
の2 

37条 計 
37条
の2 

37条 計 
37条
の2 

37条 計 

平成27年 95 51 146 95 51 146 95 51 146

平成28年 129 95 224 129 95 224 129 95 224

平成29年 118 85 203 114 85 199 114 85 199

 

 

 

 

 

区 分 
前年末 

公費負担
件  数

新規件数
公費負担打ち切り件数 年  末 

公費負担 
件  数 軽  快 死  亡 その他 

平成27年 6 19 17 5 1 2

平成28年 2 34 21 3 3 9

平成29年 9 27 21 5 2 8
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（10）結核接触者健康診断 

（平成8年度開始 平成30年度予算：3,953千円 国1/2,市1/2） 

【事業の目的・内容】 

結核のまん延を防止するため必要があると認められるときは，結核にかかっていると疑

うに足りる正当な理由のある者に対し，①結核患者の接触者のうち感染者の有無を確認す

る②接触者のうち発病者を早期に発見する③感染源を追求することを目的として，結核接

触者健康診断を実施する。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 第17条 
保健予防課感染症予防グループ 

 

《実 績》 

接触者健康診断の実施数（延べ件数） 

区 分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

胸部エックス線検査 １４５ １２７ １１４

ツベルクリン反応検査 ４６ ２２ １０

IGRA検査 ２５９ ３４６ ２２７

※ 保健所および委託医療機関実施分 

 

要精査者の結果 

区 分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

結果 

要医療（患者） ２ １１ １
潜在性結核感染症 

治療開始 
９ ３０ １０

発病のおそれ １ １ ５

 

(11) 結核医療費の公費負担（平成8年度開始 

平成30年度予算：16,622千円 37条：国3/4,市1/4，37条の2：国1/2，市1/2） 

【事業の目的・内容】 

感染症法に基づく入院患者および結核患者の医療費及び療養費を公費負担する。 

結核医療費は，法第1８条（就業制限）及び法第1９条，２０条（応急入院勧告，本入院

勧告）に基づく入院患者の医療費(法第３７条)と結核患者の医療費(法第３７条の２）に

ついて，公費負担制度が設けられている。 

《実 績》 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

支
払
基
金 

委
託
分 

37条の2

分 

件 数 277件 488件 377件

金 額 10,645,844円 4,651,324円 795,726円

37条分
件 数 10件 28件 22件

金 額 3,615,223円 6,850,843円 7,284,354円

国
保

連
委

託
分 

37条の2

分 

件 数 376件 398件 376件

金 額 999,148円 526,708円 728,860円
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37条分
件 数 48件 90件 69件

金 額 2,930,234円 5,312,280円 5,031,477円

合 

計 

37条の2

分 

件 数 653件 886件 753件

金 額 11,644,992円 5,178,032円 1,524,586円

37条分
件 数 58件 118件 91件

金 額 6,545,457円 12,163,123円 12,315,831円

 

（12）結核対策特別促進事業 

（平成8年度開始 平成30年度予算：345千円 国10/10） 

【事業の目的・内容】 

結核対策特別促進事業として，結核患者に確実に抗結核薬を服薬するよう支援し治療の

完遂を図ることにより，結核のまん延を防止するとともに，多剤耐性結核の発生を予防

することを目的として，ＤＯＴＳ事業を実施する。 

 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 53条の14，53条の15 

結核対策特別促進事業実施要網 

保健予防課感染症予防グループ 

 

《実 績》 

① 薬局ＤＯＴＳ事業 

  宇都宮市薬剤師会と契約を締結。 

 協力薬局数 実施述べ人数 

平成２７年度 ３５か所 ２１９ 

平成２８年度 ３５か所 １７２ 

平成２９年度 ３７か所 １６１ 

 

② 地域ＤＯＴＳ事業 

（ア）ＤＯＴＳカンファレンス 

国立病院機構宇都宮病院，足利赤十字病院にて実施した。 

結核患者に対し，退院後も確実に服用できるよう支援し，治療の完遂を図る。 

 

 

 

 

 

 

（イ）新規登録患者ＤＯＴＳ実施の状況 

訪問・面接等によるＤＯＴＳの頻度（件数） 

区 分 開催回数 対象者 

平成２７年度 １３回 ３６名 

平成２８年度 １４回 ９０名 

平成２９年度 １２回 ７７名 
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区 分 

延べ 

訪問・面接 

件数 

月1回 
月1～2

回 
週1回 

週3回

～毎日
合計 

平成２７年度 ２８２ ２１ １ ４ ０ ２６ 

平成２８年度 ３６０ ６７ ３ ０ ０ ７０ 

平成２９年度 ３４３ ３６ １ １ ０ ３８ 

 

（13）結核定期健康診断 

（平成8年度開始 平成30年度予算：3,280千円 市単独） 

① 結核予防費の補助 

【事業の目的・内容】 

事業者，学校および施設の長は，それぞれの業務に従事する者，学校の学生･生徒･児童

又は，当該施設に収用されている者であって，政令で定める者に対し，政令で定める定期

において，定期の健康診断を行わなければならない。 

このため，私立学校の長が行う定期結核健康診断に係わる費用の一部を補助することに

より，結核の予防を図る。 

 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 第53条の2～9，第58条の2～3，第60条 
保健予防課感染症予防グループ 

 

《実 績》 

ア 結核予防費の補助 

区  分 補助施設数 補助金額 

平成２７年度 ２５ 2,220,680円

平成２８年度 ２５ 2,083,828円

平成２９年度 ２５ 3,264,750円

 

② 結核検診 

    【事業の目的・内容】 

     結核の早期発見のため，1６歳以上の市民（学校・事業所等で検診を受けている人は除

く）に胸部Ｘ線直接撮影による定期健康診断を実施している。 

     本市では，昭和３３年から結核予防法に基づいて検診車による集団健診で開始した。

昭和６２年４月からは老人保健法の改正に伴い，４０歳以上の市民については肺がん検

診を併用している。 
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   ア 結核検診実施状況（肺がん検診受診者を含む）※所管：健康増進課 

年度 対象者数(人) 受診者数(人) 受診率(％) 発見患者数(人)

平成２４年度 102,878 27,961 27.2 0

平成２５年度 108,154 28,734 26.6 0

平成２６年度 112,731 30,346 26.9 1

平成２７年度 117,238 31,843 27.2 0

平成２８年度 121,282 30,778 25.4 0

平成２９年度 126,789 32,936 26.0 0

        ※平成24年度から対象者数は地区別年齢別人口（3月末日現在住民基本台帳）から算出 
 
 
 

イ 定期健康診断実施状況（感染症法第53条の2に基づく定期の健康診断）（平成２９年度） 

区  分 対象者数 受診者数 受診率 間 接 直 接 

事 業 者         10,671 9,823 92.1% 3,083 6,740 

学 校 長         9,588 9,569 99.8% 5,261 4,308 

施 設 長          1,074 1,060 98.7%   519    541 

市（＝ア） 126,789 32,936 26.0% 32,936 

合  計 148,122 53,388 36.0% 8,863 44,525 

※報告分のみの集計 

      ※平成26年度より歯科診療所（事業者）に対し報告を求める通知を発送（対象者に含む）。 
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